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［要旨］環礁州島における気候変動に対する適応策を検討するために、マジュロ環礁を対象として、州島

の将来地形の予測とそれに基づく海岸侵食対策の提案、および土地被覆情報を用いた海岸保全計画の策定法

の提案を行った．モデルを構築し、10年間の現地調査による地形変化を用いて検証した．将来はローラ州島

先端で大きく侵食が見られる他は、侵食と堆積が点在することが予測された．環礁北部の豊富な砂浜の底質

を利用した養浜により、侵食傾向の海岸の侵食を今後100年間にわたって減尐させる可能性があることを示

した．また、個々の海岸保全計画の策定に際しては、現状の被覆特性を考慮することと同時に、既往の侵食・

堆積傾向を考慮することが重要であることを示した。また、リーフの人工的な開削により水路を設けること

で、環礁スケールの沿岸漂砂を遮断してしまう可能性があることをタラワ環礁での現地調査で確認した。ま

た、マジュロ環礁のラグーン海岸の水質を分析し、水質汚濁の起源がし尿であることを確認した。 

 

［キーワード］環礁州島、沿岸漂砂、養浜、土地被覆、海岸水質 

 

１．はじめに 

気候変動に関する政府間パネル(IPCC)の第4次報告書では、海面上昇、熱帯低気圧の強度増加、

高潮氾濫の危険性等、低平地が直面する多くの課題が指摘されている。島の最大標高が数mである

单太平洋島嶼国、中でも環礁州島においても、海面上昇が進むに従って、暴風雤時に越波が頻繁

に起こることや島本体の侵食といった被害の拡大が懸念される。そこで、本研究では、環礁州島

の状況に応じた海岸管理計画を策定し、島の適切な防護方法を検討するために、(1)州島地形の将

来予測と保全対策の検討、(2)土地被覆情報を用いた海岸管理計画策定の提案、(3)海岸水質の調

査、の3つの課題を掲げて研究・調査を行った。(1)では、波浪場を外力とする漂砂移動による州

島地形の長期的変化を予測する数値モデルを構築し、マーシャル諸島共和国マジュロ環礁を対象

として将来予測をすると共に、人工的な養浜による海岸防護の可能性を検討した。(2)では、マジ

ュロ環礁のローラ地区を対象とし、衛星画像や空中写真といった沿岸域の地理情報を用いた重回

帰分析に基づく防護対策の優先順位決定プロセスの提案を進めた。さらに、沿岸植生の年度によ

る違いを反映させて地理情報の高精度化を行った。そして、(3)では、人口密集地とそうではない

地区の前面の海岸における水質を比較し、水質の悪化の要因を検討した。 

以下では、(1)～(3)の課題毎に説明を行う。 
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２．研究目的 

（１）州島地形の将来予測と保全対策の検討 

州島保全対策検討のためにマジュロ環礁を対象に地形変化モデルを構築し、海面上昇影響下で

の100年後の州島地形を予測すると共に、有効な州島保全対策の検討を行うことを目的とした。 

 

（２）土地被覆情報を用いた海岸管理計画策定の提案 

図1に示すマーシャル諸島共和国マジュロ環礁の西側に位置するローラ地区を対象として、対

策を優先させる地区の順位決定プロセス提案に関する研究を進めてきた 1)-3)。これらの研究では、

ローラ地区の陸域部を周回する道路から汀線までを、図2に示す形で沿岸域と定義し、沿岸域か

ら浅海域に分布する代表的な被覆を表現す

る地理情報を作成してきた。しかし、沿岸

域の経年的な被覆の変化が海岸侵食に与え

る提供を考慮に入れていない、という課題

が残されていた。この点について、1970年

～1983年および1983年～2000年という２期

間における沿岸域の植生変化を把握するこ

とによって被覆変化を代表させることを試

みた。 

対策優先順位決定プロセスで用いる評価

式そのものについては、重回帰分析の目的

変数となる侵食・堆積域と評価結果との比

較を行い、検証を進めた。このような中、

沿岸域の地理情報の精度を向上させること

により、州島の防護に関する対策を計画し

てゆく際に参考となる対策優先順位決定プ

ロセスの精度向上を図ることを目的とした。 

 対象としたローラ地区は、マジュロ環礁

の中では最も早い時代に人間居住が見られ

た地域であることが考古学の分野で発見されており、現在でもその居住形態がある程度守られ

た生活環境にあることが報告されている 4)。この地域は、陸域部分のほぼ全域が、ココヤシ・パ

ンダナスといった樹木に覆われ、その樹冠の下に人間居住やタロ芋の耕作地(ピット)が分布し

ている。しかし、近年、地区周回道路の建設や、宅地の増加、グランド整備などが進み、尐し

ずつ都市化が進行してきた。このため、経年的な被覆変化を表現する地理情報として樹林や草

地を組み合わせた「植生域」の減尐率で示すこととした。 

 

（３）海岸水質の調査 

海岸侵食と人為的な影響との関係を評価するために、海岸水の水質調査を実施した。  

 

図1 マーシャル諸島共和国マジュロ環礁 

 

図2 地理情報項目の作成概念4) 



A-0805-51 

 

 

３．研究方法 

（１）州島地形の将来予測と保全対策の検討 

 環礁州島の地形変化は自然条件によるものと人

工的に生じるものの二つに大きく分けられる。本研

究では自然条件による地形変化に着目し、地形変化

モデルの構築を行った。地形変化を生じさせる自然

外力に関して、図-3 に示すように大きく 2 つに分け

ることができる 5)。一方は日常的に来襲する外力条

件を示しており、うねりや風波、潮汐流動が挙げら

れる。こうした外力は日常的・季節的に変化し、主

にラグーン側海岸において粒径の細かい砂の運搬が

生じる。もう一方は突発的に生じる熱帯低気圧によ

る高波浪である。非常に高いエネルギーを持っ

た波浪によって、主に外洋側で数十 cm ほどの

大きさのサンゴレキが運搬され、堆積する。  

マジュロ環礁はこれまでに熱帯低気圧の来襲

をほとんど受けていない。米軍合同台風警報セ

ンターによる 1945～2008 年までのベストトラ

ックデータによると、マジュロ環礁は 1991 年

11 月および 1997 年 11 月に熱帯低気圧の直撃を

受けていたことが分かった。1945 年以前に関し

ては Xue
6)によると 1905 年および 1918 年に熱帯

低気圧によって大きな被害を受けたとの報告が

されている。こうした記録より、マジュロ環礁

における熱帯手気圧来襲は稀な現象であると考

えられることから、本研究では日常的に来襲す

る波浪によって生じるラグーン側砂浜海岸の地

形変化に着目して地形変化モデルを構築した。  

 図-4 は構築した地形変化モデルの計算フロ

ーを示している。本研究では海面上昇の影響を

考慮するため 100 年間の計算期間とした。長期

間の計算を効率良く行うために、波浪場計算ル

ープと地形変化計算ループで計算期間を変化さ

せた。波浪場計算ループは主に漂砂の機動力と

なる波浪場の算定を行っている。この波浪場計

算が計算負荷の最も高い部分であることから、

10 年に一度の算定とすることで効率化を図っ

た。なお、海面上昇量は 10 年毎に水深データを

図3 環礁州島の地形変化外力  

 Factors of the morphological changes 

Normal Condition Extreme Condition  

 Swells  
 Wind Waves 
 Tidal Flows 

External Forces External Forces 

 High waves due to 

Tropical cyclone 

Transported  

Materials 

 Sands 

(Corals, Foraminifers) 

 Sands 

(Corals, Foraminifers) 

 Coral gravels 

Main area 

 Lagoon-side coast 

(Partly ocean-side) 

 Ocean side coast 

 Lagoon side coast 

Transported  

Materials 

Main area 

Frequency Frequency 

 Every day 
 Seasonal 

 Once in decade or 
more longer 

 

Calculation of the 

wave field 

・ input：Water depth, Boundary 
condition 

・output：Significant wave height, 
Mean wave direction, 
Significant wave’s period, 
Significant wave’s length 

 

Set the boundary 
condition 

Yes 

SLR＋Water depth 

START（Year=10） 

Year==100

? 

No 

Yes 

END 

Year=Year+10 

Calculation of the 
longshore wave 
energy flux 

Calculation of the longshore sediment transports 
and net sediment transports 

・input：Significant wave height, 
Mean wave direction, 
Significant wave’s period, 
Significant wave’s length 

・output：longshore wave energy 
flux 

 

Calculation of the 
shoreline angle 

・input：Longshore sediment transports, Sediment 
supply 
・output：Representative shoreline  

Update the water depth and island data 

No 

Interpolation of the wave 

field  

Year1=Year1+1 

Year1=1 

Year1==10

? 

図4 計算フロー 



A-0805-52 

 

更新することで考慮した。波浪場算定で出力される変数は有義波高、平均波向き、有義波周期で

ある。得られた沿岸部における波浪諸元および汀線角度、堆積物供給量などを入力条件として地

形変化計算ループが行われる。環礁州島特有の地形変化過程として有孔虫からの堆積物供給があ

るが、その効果についても地形変化の計算過程の中で考慮した。地形変化計算ループでは、地形

が変化することで汀線角度も変化することから、地形変化による局所的な条件変化を考慮するた

めに 1 年毎に算定を行った。さらに、10 年毎に実行される波浪場算定においても地形変化の影響

を考慮するために水深データの更新を行った。  

波浪場算定では主要な外力であるうねりと風波を考慮した。数値計算には波浪推算モデル

SWAN を用いた 7)。SWAN は 2 次元の波作用量方程式を基礎方程式としている（式(1)）。  
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        (1) 

ここで、t は時間、x、  y は水平方向、 σ は周波数、 θは波向きを示している。N は波作用量

密度、Cx、 Cy は水平方向の特性速度を示している。Cσ は周波数方向の特性速度、Cθ は波向き

方向の特性速度である。式(1)の右辺の S はソース項であり、波の発達、消散、非線形干渉などが

含まれている。  

波浪エネルギーフラックスの沿岸方向成分 P は最沿岸計算メッシュにおける波浪諸元から式

(2)より計算した。                             

 cossin
8

1 2

gbb CgHP                             (2) 

ここで、ρは海水の密度、Hbは有義波高、Cgbは有義波周期および有義波の波長から計算される群

速度である。 は汀線角度に対する平均波向きの角度である。さらに、式(3)から沿岸漂砂量を算

定した8)。 
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ここで、
s は底質の密度、Qは沿岸漂砂量である。係数KはCERCを参考に0.39とした9)。計算され

た沿岸漂砂量を用いてLaura島からDUDまでの連続した海岸線について、式(4)に示した土砂量の連

続式を用いて地形変化を算定した。  
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ここで、Qvolは正味の漂砂量を示しており、 は沿岸方向の座標系を示している。qは毎月の堆積物

供給量を示しており、Fujitaら10)で示された年間の堆積物供給量を元に月毎の供給量を算定して

与えた。 

沿岸漂砂量および正味の漂砂量は波浪場算定と同様のメッシュを用いており、沿岸メッシュで

定義されている。x および y 方向のメッシュ幅は 32m とし、州島高さは一律で平均海面から 2m

と設定した。陸域メッシュの土砂量の初期条件として、海域メッシュと隣接している陸域メッシ

ュはメッシュの体積（32×32×2）の 50%が土砂であるものと考え、それ以外の陸域メッシュは

100%が土砂であると仮定した。海域のメッシュの初期土砂量は 0%である。計算のなかで土砂量

が 100%以上となった場合には、隣接するメッシュに超えた量を加えた。一方で、土砂量が 0%と

なった場合には陸域メッシュから海域メッシュへと変更し、周辺のリーフと同様に水深 1m とし

た。州島の拡大範囲はリーフフラットで制

限されるように設定した。  

 図-5 は計算領域と水深データを示して

いる。計算領域はマジュロ環礁全体を含む

領域とした。ラグーン内の水深は海図から

デジタイズしたポイントデータを GIS ソフ

ト上で内挿し、デジタル化したものを用い

た。また、州島領域は高解像度衛星画像か

ら州島の輪郭を抜き出し、水深データと合

成することで作成した。外洋側の水深は深

海域を想定して一律で 500m とし、リーフフラット上の水深は平均的な海面位置を想定して 1m

と設定した。  

波浪・風場の境界条件は年平均値を固定値として与えた。波浪に関しては有義波高、有義波周

期、平均波向きを ECMWF（ヨーロッパ中期気象予報センター）より入手した 1990～1999 年まで

 

表‐1 波浪・風の境界条件 

 Values  

Signif icant wave height(m)  1.9155  

Mean wave direct ion(deg)  239.4337  

Signif icant wave’s period(s)  9.5932  

Mean wind speed(m/s)  5.1809  

Mean wind direct ion(deg)  -81.8557  

45km 

 
2
5

k
m

 

(m) 

図5 計算領域と水深データ  
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の 6 時間毎のマジュロ環礁周辺の再解析値を元に年平均値を算出した。風場はマジュロ環礁気象

台で観測された 2002～2003 年の 1 時間毎の観測値を元に算出した。それぞれの境界条件値は表 1

に示すとおりである。海面上昇量は IPCC AR4 で示された 2100 年までの海面上昇量予測値のうち、

最大値となる 2100 年に

59cm となるシナリオを

採用し、グラフから読み

取ることで 10 年毎の上

昇量を算出した（表‐2）。 

 有孔虫による堆積物供

給量はFujitaら10)で示され

た年間の供給量から毎月

の供給量を

算出した（表

‐3）。ロー

ラ島北部ラ

グーン側、ロ

ーラ島中部

ラグーン側、ローラ島单部ラグーン側、環礁北部ラグーン側の計4地点における供給量を与えた。 

 

（２）土地被覆情報を用いた海岸管理計画策定

の提案 

本研究で使用したデータを表-4に示す。被覆

変化の分析を進める際には、対象エリアで各年

度のデータが取得されている必要がある。このため、ローラ地区が切れ目なく一様なデータとし

て取得されている2000年観測・取得のIKONOS画像を幾何補正の基準とした。1970年撮影の空中写

真は、マジュロ環礁東側の都市部を含む計73枚が現存しており、これら全てにGCPを用いた精密

幾何補正を施した。1983年撮影の空中写真は、ローラ地区以外の部分は欠損が多く、計11枚が現

存、同様の幾何補正を施した。なお、1970年撮影の空中写真はパンクロ映像であった。また、空

中写真の個々のシーンが全てオーバーラップ（サイドラップ）はしておらず、ローラ地区のいく

つかの部分では欠落した地点があった。最も欠落地点が多かったのは1983年撮影の空中写真であ

ったため、緑地面積の変化を集計する際の有効エリアは1983年撮影の空中写真を基準とした。ま

た、メッシュサイズについては、各データの有する情報量を最大限に生かすことを考慮して、一

連のデータで最も解像度の低いIKONOS衛星画像のMX（マルチスペクトラルモード）の4mに統一

した。  

 

（３）海岸水質の調査 

2009 年 8 月 6 日、10 日、11 日にラグーン側、外洋側の計 10 地点で調査を行った。マジュロの

土地利用、産業などを考慮すると、汚染があるとすれば生活排水、特にし尿が主要な要因になり

得ると想定される。そこで、窒素（アンモニア性窒素、硝酸性窒素）を調査対象とした。海岸水

 

表‐2 海面上昇量 

 0 – 10 years  10 – 20 years  20 – 30 years  30 – 40 years  

Increasing value(m)  0.000  0.042  0.038  0.048  

 40 – 50 years  50 – 60 years  60 – 70 years  70 – 80 years  

Increasing value(m)  0.044  0.056  0.058  0.051  

 80 – 90 years  90 – 100 years  Based on the IPCC AR4  

Unit: m Increasing value(m)  0.055  0.147  

表3 有孔虫による堆積物供給量（Fujitaら10）より算出）         

Northern part of the 

Laura, lagoon

Middle part of the 

Laura, lagoon

Southern part of 

the Laura, lagoon

Northern of the 

atoll, lagoon

Sediment production 

volume (m3/annual)
7.44 0.36 2.28 25.32

表4 使用データ一覧 

撮影年次 画像種別 分解能(m)
1970 空中写真 0.3
1983 空中写真 0.3
2000 IKONOS(衛星画像) PN:1.0,MX:4.0
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の汚染を捉えるために、岸から 10～20m 程度の地点で採水した。保留粒子径 0。3μm のガラス繊

維ろ紙でろ過し、ろ液のアンモニア性窒素、硝酸

性窒素をそれぞれインドフェノール法、銅－カド

ミウム還元ナフチルエチレンジアミン吸光光度法

で分析した。  

 

４．結果・考察 

（１）州島地形の将来予測と保全対策の検討 

 地形変化の予測を行う前に、現地調査で得た断

面測量結果から算出した現地地形変化と比較する

ことで、構築した地形変化モデルの精度を確認した。

断面測量は図-6に示すようにマジュロ環礁西部のロ

ーラ島ラグーン側海岸に3測線設置した。本研究で

設定した3測線は1997年にSOPAC
11)によって測量されたものと同測線である。図-7はLine 1におけ

る本研究（2007年）および1997年にSOPACによって測量された断面地形を示している。10年間の

地形変化を把握するために、各測線ごとに図-6中に斜線で示されている領域の面積を算出した。表

-5は各測線における断面地形から算出された断面積変化量と同地点における地形変化計算結果を

示している。なお、沿岸方向の幅は卖位幅当たりとして考えた。表より計算結果は断面測量から

得られた結果と同様の傾向を示しており、構築した地形変化モデルが現地の侵食・堆積の特徴を

良く再現していることが確認できた。  

 

 図-8は将来地形の計算結果を示している。計算はマジュロ環礁全域を対象に行ったが、図では

  Line 1 Line 2 Line 3 

Sediment changes 

by beach profile 
-6.9 7.0 9.2 

Calculated results -6.4 7.9 7.9 

 

表-5 断面測量結果と計算結果の比較（m
3）  

Line 1 

Line 2 

Line 3 

図6 ローラ島の測線位置 
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特徴的な3地域（I：ローラ島、II：ロングアイランド中部、III：環礁北部の州島）に着目した。図

中の水色の領域がリーフフラット、緑色の領域が初期地形を示している。また、将来地形として

10、50、100年後の汀線位置を示した。ローラ島に着目してみると、北端部分で非常に大きな侵食

が生じていることが分かる。これは過去の地形変化に関する研究成果 12)から得られていた地形変

化傾向と一致するものであり、本研究の結果から今後も侵食傾向が続くものと考えられた。ロー

ラ島单部のラグーン側海岸では侵食・堆積両方が生じているが、北端部と比較すると地形変化量

は小さい結果となった。州島幅が狭くなるロングアイランド中部の結果に着目すると、ここでも

大きく侵食する箇所が確認された。一方で堆積が生じる海岸もあることから、海面上昇によって

全ての海岸で激しい侵食が生じることは無いと考えられる。環礁北部の地形変化に着目すると、

ローラ島から都市域までの一連の州島とは異なり、ほぼ全ての海岸で堆積となった。環礁北部で

は堆積物供給量が他の地域と比較して極端に大きな値となっていることから、この効果によって

堆積が加速し、100年後では2つの州島がつながるほど堆積する結果も確認できた。  

 本研究では州島の拡大はリーフフラットで制限した。図-9(a)に示すようにリーフエッジまで

は堆積によって州島域の拡大は許容するが、それ以上の堆積が生じた場合はラグーン内に流出し、

再びリーフフラットの沿岸漂砂システムには戻らないと考えた。これによって、堆積傾向が強く

リーフフラットの幅が狭い場所では流出土砂が多く計算された。こうした流出土砂は環礁北部の

Initial island (Based 
on 2000 year)

After 10 years

Reef

After 50 years

After 100 years

Initial island (Based 
on 2000 year)

After 10 years

Reef

After 50 years

After 100 years

Initial island (Based 
on 2000 year)

After 10 years

Reef

After 50 years

After 100 years

Ⅲ 

Ⅱ 

I

II

III

N
Ⅰ 

図8 将来地形の計算結果 
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ラグーン側で多く確認された（図-9(b)）。マジュロ環礁では環礁北部から单部に向かって波浪が

入射しているため、その遮蔽域となる環礁北部州島のラグーン側は堆積しやすい状態であったこ

とが、非常に大きな堆積を生じさせた原因であると考えられた。図-10は図中の斜線で示した範囲

における流出土砂量の計算結果を示している。図より40年後まではほとんど計算されなかった流

出土砂が、その後急激に増加し、100年後までにおよそ300×10
3
m

3生じることが分かった。また、

各10年の流出土砂量が時間が経過するごとに大きくなっていることから、海面上昇によって上昇

した沿岸波高が漂砂量を増加させ、それによって流出土砂量も増加したものと考えられた。  

 

地形変化の将来予測計算結果から、激しい侵食が生じる領域などが特定されたが、その分布は

広範囲に不連続に分布していた。このため、適切に対策を講じる必要性が生じるが、これには短

期的・長期的な視点での検討が必要である。本研究では100年という長期間の地形変化に着目して

議論したが、このような長期間の地形変化においては環礁州島が持つ独自の地形変化過程を考慮

する必要がある。また、人工的な地形改変も長期間にわたって州島地形変化過程に与える影響が

大きいため、注意が必要である。より具体的にその影響について考察するために、本研究では人
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図9 (a)州島の拡大の取り扱い、(b)環礁北部の流出土砂  
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工的な地形改変の例としてキリバス国タラワ環礁に建設されたコーズウェイおよびボートチャネ

ルについての現地調査を行った。タラワ環礁の单西部に位置するニッポン・コーズウェイは日本

による援助によって建設されたコーズウェイであり、西側のBetio島と東側のBairiki島を結ぶ全長

およそ3.5kmのコーズウェイである。ほぼ中央部には橋脚があり、その下には小型船舶の通行路と

なるボートチャネルがリーフフラットを掘削するかたちで建設されている。現地調査では漂砂お

よび地形変化の特徴を把握するために、携帯型GPSを用いて砂浜の輪郭を計測した。図-11は砂浜

域の計測結果を示している。図よりラグーン側の海岸のBairiki島側には連続した砂浜域が計測され

ているが、ボートチャネルを境にBetio島側では連続した砂浜は確認できなかった。これより漂砂

の方向はBairiki島からBetio島に向かった方向で生じているが、ボートチャネルの存在によって沿

岸漂砂の連続性が遮断され、下流側に沿岸漂砂が流れなくなった可能性が高いと考えられる。人

工的な地形改変は州島の地形変化過程で重要である沿岸漂砂を大きく変化させる可能性があり、

その変化が州島の地形保全に対して望ましく無い状況を作り出す可能性もあることが現地調査か

ら再確認された。 

上記のような考察から、本研究では構造物による州島保全は検討せず、養浜による侵食対策に

ついて検討することとした。養浜は侵食域に外部から調達した砂を投入し、人工的に侵食を抑え

ニッポン・コ―ズウェイ 

ボートチャネル 
砂浜域 

図11 タラワ環礁ニッポン・コ―ズウェイ周辺の砂浜域 

ラグーン 

外洋 

Bairiki島  

Betio島  

 

 
 Tr igger  Area  

NA-1  shorel ine ret reat by 1m  From Laura to LongIs land  

NA-2  shorel ine ret reat by 5m  Same above  

NA-3  shorel ine ret reat by 10m  Same above  

*Nourishment every 10 years  

表-6 養浜シナリオ 
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る方法として日本では広く用いられている。投入した砂の歩留まりを高くするために最小限の構

造物を建設することはあるものの、根本的に構造物に頼るわけではなく、地形の改変もほとんど

発生しない。養浜において最も重要となる点は投入砂の確保であるが、本研究で明らかとなった

ラグーン内に堆積する流出砂を有効利用できるものと考えた。これによって、マジュロ環礁内で

閉じた条件での侵食対策が可能となり、持続的な州島保全対策が可能となる。 

本研究では表-6に示す3種類の養浜シナリオを設定した。それぞれのシナリオで養浜開始となる

侵食の大きさが異なっており、汀線後退量が1m、5m、10mとした。また、養浜実施の対象範囲は

ローラ島からロングアイランドまでの範囲とした。DUDについては現状において砂浜が無く、ほ

ぼ全ての海岸線で直立護岸による防護が行われていることから除外した。養浜の実施においては、

養浜実施が必要と判断された時点における流出土砂量を養浜実施が必要なメッシュで均等に配分

して加える処理を行った。 

図12に養浜を考慮した場合の将来地形の計算結果（ロングアイランド中部）を示した。養浜を

考慮しない場合では西側で激しい侵食が生じていることが確認できるが、全ての養浜シナリオで

NA-1

Reef

Initial island (Based 
on 2000 year)

NA-2

NA-3

No conservation

図12 ロングアイランド中部における養浜を考慮した地形変化  
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その侵食に対応できていることがわかる。また、東側の海岸においても養浜対策の効果によって

侵食域が無くなる結果となった。また、養浜によって局所的な地形が変化することで、その周辺

の堆積域の堆積傾向に変化が生じていることも確認された。本検討においては新たに激しい侵食

域が発生する箇所は確認されなかったが、養浜対策による局所的な地形変化が周辺の地形変化に

及ぼす影響はより詳細に検討する必要がある。養浜対策の対象域における総侵食量の変化に着目

したのが図-13である。40年後までは流出土砂の堆積が十分でなく、どの養浜シナリオにおいても

十分な対策が実施できずに、対策無しの場合と同様の侵食量となっている。しかし、50年後から

100年後までは流出土砂の堆積が加速するのと同様に養浜対策による侵食量の減尐が確認された。

100年後における総侵食量でみると、全てのシナリオで養浜対策無しの結果と比較して総侵食量を

およそ30%減尐させることができた。これより流出土砂を用いた養浜対策は、海面上昇影響下での

州島保全対策における重要なオプションの一つとなることが確認された。さらに、養浜シナリオ

によっても効果がわずかながら異なっていることから、より効率的な養浜実施シナリオを検討す

ることで、より侵食量を減尐させることが可能であると考えられる。 

 

（２）土地被覆情報を用いた海岸管理計画策定の提案 

1983年および2000年時点の、1970年比での減尐率を

比較すると、1970年～1983年の減尐率が大きいことが

判る。しかし、この値はローラ地区全域をまとめた減

尐率であるため、地区の局所がどのように減尐してい

ったのかについては議論することができない。このた

め、まず、本研究で作成した緑地地図のメッシュサイ

ズ4mと、既存の地理情報のサイズ100mを合わせること

を目的として、各緑地図上に100mメッシュを発生させ

メッシュ内に含まれる植生セルの割合を植生占有率

(%)として算出した。分類結果を図-14に示す。1970年

は島全土が植生で覆われているものの1980年、2000

年と植生の占有率が減尐を続けていることを見て取

れる。また、図-15は、２つの年代間にお

ける植生占有率の増減を図化したもので

ある。図より、1970年-1983年は地区全域

で植生が減尐し、1983年-2000年では島の

北部およびラグーン側において占有率の

低下が顕著であることが分かった。  

 

（３）海岸水質の調査 

図-16 にアンモニア性窒素、硝酸性窒

素の空間分布を示す。岸に近い地点で採

水したことから、アンモニア性窒素濃度

は外洋側でも比較的高い値となり、し尿汚染の可能性が示された。硝酸性窒素濃度は、ラグーン

 

1970年-1983年 1983年-2000年 

図14 各年代間の植生占有率の変化 

 

 

図15 各年代の植生占有率 
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側の方が外洋側よりもやや高い結果となった。ラグーンでは外洋よりも海水交換が遅いことが関

係した可能性がある。Osawa et al.
13)は、マジュロの礁原の海水中の硝酸イオン濃度を調べており、

概ね 1μmol/L 未満であることを報告している。卖位の換算をすると 0.014mgN/L 未満となる。本

調査ではこれ以上の値となったが、これは採水地点が岸に近かったためと考えられる。以上の結

果から、マジュロの海岸水はし尿により汚染されている可能性が示された。  

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 マジュロ環礁を対象として州島地形変化モデルの構築を行うと共に、現地調査結果から得られ

た実測断面地形変化量との比較から精度良くマジュロ環礁の地形変化を再現できたことを確認し

た。これより、マジュロ環礁の将来の地形変化を算定できるモデルが構築できた。そして、海面

上昇を考慮した100年間の地形変化予測結果から、環礁北部のラグーン側では、水深の深い海域に

非常に多くの土砂が堆積することが明らかとなった。さらに、計算されたラグーンへの流出土砂

を利用した養浜対策の検討結果から、対策無しの条件と比較して総侵食量をおよそ30%減尐させる

効果があることが明らかとなった。また、養浜対策の適用条件をさらに検討することで、より効

率のよい対策が可能になると考えられた。資源の尐ないマジュロ環礁における州島保全対策にお

いては、非常に有効なオプションになるものと考えられる。 

 このような州島保全策の検討においては、州島の地形変化過程を考慮した長期的な視点での対

策が重要であり、キリバス国タラワ環礁での現地調査結果から、半恒久的な人工的地形改変によ

って沿岸漂砂を阻害することは、持続的な州島保全に対して望ましくない影響を与えることが予

想された。 

 

 

図16 海岸水のアンモニア性窒素、硝酸性窒素濃度 
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 マジュロ環礁ローラ地区における植生減尐が近年顕著であることは現地政府機関の方々が言わ

れる所であったが、年代によって減尐している地域が異なっていることは新たな知見になる。こ

の現象は、生活活動が自然環境に与える負荷量が島嶼内で異なることを意味している。この点を

考慮に入れた海岸防護策を策定してゆくことが重要である。 

 

（２）環境政策への貢献 

 以上の様な、科学的な知見は、マジュロ環礁において、住民・政府関係者に対して、説明を行

った。 
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